
様式３（事業評価調書） 

事業評価（目的設定、中間評価、事後評価）　　　　　　　　　（評価年度：令和８年度） 
 秋田県警察運営の基本方針と重点目標

重点目標 県民を犯罪等から守るための取組
施策の方向性 街頭防犯カメラの設置による各種犯罪の抑止

事業名
街頭防犯カメラ整備事業

事業年度
Ｈ27 年度～

年度
所属名 警察本部生活安全部生活安全企画課 
係名 犯罪抑止対策係

 

１　事業実施の背景及び目的 
　刑法犯認知件数及び性犯罪等の前兆事案が増加傾向にあるほか、殺人や強盗等の凶悪事件も発生
している。また、全国的にＳＮＳ上でいわゆる闇バイトを利用した犯罪被害が後を絶たないことか
ら、犯罪の抑止効果の高い街頭防犯カメラを設置し、県民の安全と安心を確保する必要がある。

 

２　事業概要及び財源                                                       （単位：千円） 

事業内訳
 

概要
 翌(今)年度 前年度 最終年度 

予算額 決算(見込)額 決算(見込)額

  街頭防犯カメラ整備 犯罪の発生が多い場所や発生   
１ 事業 が予想される場所を中心に、 9,454 8,275 

街頭防犯カメラを設置する。
  
２ 

  
３ 

  
４ 

その他合計（　　件）

  財政内訳 左の説明 9,454 8,275
国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 9,454 8,275

 

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み 
【指標Ⅰ】 
 指 標 名 街頭防犯カメラ１台あたりの活用件数（件）
 指 標 式 街頭防犯カメラの活用件数／県内に設置している街頭防犯カメラ設置台数
 出 典 県警察本部調べ
 把握時期 当該年度中
       年度      R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

      目標ａ     1.19  1.19  1.41  1.65  1.30  1.38  1.50 1.46
      実績ｂ     1.19  1.47  1.67  1.08  1.50  1.78  1.26
      ｂ／ａ     100.0% 123.4% 118.8% 65.5% 115.4% 128.9% 84.0%
【指標Ⅱ】 

指 標 名 　　　  　　　  　　　  　　　  　　　  　　　  　　　  　　　  　　　
指 標 式
出 典
把握時期

      年度      ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度

     目標ａ     
     実績ｂ     
     ｂ／ａ     



◎指標を設定することができない場合の把握方法 
　①指標を設定することができない理由 
 　
 
 
　②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む） 

　

 

４　中間評価 

 (1)　必要性（現状の課題に照らした妥当性） 
   　街頭防犯カメラは犯罪の抑止や事件の捜査に高い効果が認められており、県内
判    ａ 理 で発生する殺人等の凶悪事件等においても画像データが捜査に活用されるほか、
定 由 高齢者の行方不明事案等にも活用されるなど、県民の安全と安心を確保するため、

本事業を継続して推進する必要がある。 

　（判定基準）　ａ：必要性が高い　ｂ：一定の必要性がある　ｃ：必要性が低い 
 

 (2)　有効性（事業目標の達成状況）     
　　　　　　※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。 
　　　　　　※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。 

   　街頭防犯カメラの活用件数は減少しているものの、各種事件や事故の捜査に活
判    ａ 理 用され、犯罪の検挙数が増加することで地域住民の安心感の醸成につながるなど、
定 由 一定の有効性が認められる。

　（判定基準）　ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上)　ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合）　ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満) 
 

 (3)　効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容） 
   　犯罪の発生状況を分析し、必要性の高い場所に街頭防犯カメラを設置すること
判 ｂ 理 で、犯罪を抑止し県民の安全と安心な暮らしにつながる。限られた予算で最大限
定 由 の効果が上がるよう設置するなど、費用対効果の面からも一定の効率性が認めら

れる。
　（判定基準）　ａ：効率性が高い　ｂ：一定の効率性がある　ｃ：効率性が低い 
 

 (4)　総合評価 
  前    【総合評価の判定基準】 
判 Ｂ 回 Ｂ   　「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの 
定 結      「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの 

果      「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

 

５　課題と今後の対応方針 

 (1)　事業推進上の課題 
　街頭防犯カメラ整備事業は、各種犯罪の発生の抑止と事件捜査に活用することを目的としており、
県民の安全で安心な暮らしを守るために必要であって、その防犯効果は高い。 
　そのため、県民からの街頭防犯カメラの設置に関する要望は多いが、設置に伴う費用、維持管理
費、場所の選定などの課題がある。

 

 (2)　今後の対応方針 
　犯罪の発生状況等を分析し、設置場所の選定等を検討している。また、自治体や施設管理者等に
対し、犯罪の予防のために必要と認められる場所に街頭防犯カメラの設置の働き掛けを継続する。

 



６　事後評価 

 (1)　有効性（事業目標の達成状況） 
　　　　　　※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。 
　　　　　　※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。 

  
  判 理
  定 由

　（判定基準）　ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上)　ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合）　ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満) 
 

 (2)　効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容） 
  

  判 理
  定 由

　（判定基準）　ａ：効率性が高い　ｂ：一定の効率性がある　ｃ：効率性が低い 
 

 (3)　総合評価 
      【総合評価の判定基準】 
判       「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの　　　　　　　　    
定          「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの 

       「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

 

７　類似事業の企画立案に当たっての課題 

 


